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○当社は、昨年１１月２６日、電気料金の値上げに関わる電気供給約款の変更について申請いたしまし

たが、経済産業省よりお示しいただいた査定方針に基づき、本日、補正申請を提出し、認可をいただ

きました。また、認可をいただいた新たな料金原価に基づき、選択約款等の料金見直しについて、経

済産業大臣へ届出いたしました。

○具体的には、ご家庭や商店など規制分野のお客さまにつきまして、平成２５年５月１日から平均

９.７５％の値上げを実施させていただくこととなります。

○また、工場やビルなど自由化分野のお客さまの電気料金につきましては、今回の認可を受け、４月

１日以降にお願いさせていただいている値上げ後の料金単価を見直しさせていただきます。

○厳しい経済情勢の中で、電気料金の値上げにより、お客さまの生活や産業活動に多大なるご負担を

おかけすることとなり、深くお詫び申し上げます。

○当社は、今後も引き続き、安全確保を大前提に原子力プラントの再稼動に総力を結集するとともに、

皆さまから賜りましたご意見やご指摘を真摯に受け止め、さらなる徹底した経営効率化を必ず実現

するとともに、最大の使命である電力の安全・安定供給に全力を尽くしてまいります。あわせまして、

全従業員がお客さま第一の精神を徹底し、新たな料金や契約内容などを丁寧にご説明するとともに、

お客さまの省エネルギーニーズにお応えする効率的な電気の使い方に関するご提案に取り組んでまい

ります。
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• 当社は、平成24年11月26日に、規制分野については平均11.88％の値上げを申請、自由化分野については平均19.23％

の値上げをお願いさせていただきました。

• その後、電気料金審査専門委員会や消費者委員会、公聴会、物価問題に関する関係閣僚会議等を経て、3月29日に経済

産業省より申請原価に対する修正指示をいただきました。

• この修正指示内容を反映した結果、原価は2兆6,312億円となり、平成25年5月1日より、規制分野で平均9.75％の値上

げをお願いする旨の認可を4月2日に経済産業大臣よりいただきました。

• あわせて、自由化分野のお客さまの値上げ率も平均17.26％に見直しいたします。

１．電気料金値上げの概要

※値上げ前の料金による収入は、値上げ前

の料金を継続した場合の収入（消費税

等相当額は含まず）です。

今回補正原価と「値上げ前の料金による収入」の比較（平成25～27年度平均）

28,339

26,786

23,145

（18.19円/kWh） （16.00円/kWh）

※接続供給に伴う託送収益を除いております。

※四捨五入の関係で、合計等が一致しない
ことがあります（以降のページも同様）。

収入不足額： 3,168

※販売電力量は自家消費分を除いております。

販売電力量：1,446億kWh

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課+諸経費

+控除収益）

26,312
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効率化による原価抑制： 1,553

修正指示： 474

規制 9.75％

自由化 17.26％

◆分野別改定率



１．電気料金値上げの概要（申請から認可までのプロセス）

• 11月26日の申請以降、4月2日に認可をいただくまでに経たプロセスの概略は、以下のとおりです。
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当社 経済産業省 内閣府（消費者庁・消費者委員会） お客さま

申請
受理

（経済産業大臣）

電気料金審査
専門委員会

公聴会

国民の声

消費者委員会

物価問題に関する関係閣僚会議

供給約款等を
営業所にて掲示

実施

消費者庁

11/26

4/2

5/1

意見交換会

審査

申請内容
の修正

認可
（経済産業大臣）

修正指示



• 今回の審査を経た修正指示内容を反映した原価は2兆6,312億円となり、申請原価と比較して、474億円※の減額となり

ます。

２．補正原価の概要（申請原価との比較および前提諸元）

申請原価
A

補正原価
B

差 引
（査定額）

Ｃ＝B-A

人 件 費 1,934 1,822 ▲112

燃 料 費 9,321 9,224 ▲97

火 力 燃 料 費 9,120 9,023 ▲97

核 燃 料 費 201 201 0

修 繕 費 2,654 2,596 ▲58

資 本 費 4,325 4,291 ▲34

減 価 償 却 費 2,965 2,945 ▲20

事 業 報 酬 1,360 1,346 ▲14

購 入 電 力 料 3,269 3,224 ▲46

公 租 公 課 1,761 1,749 ▲12

原子力バックエンド費用 455 454 ▲1

そ の 他 経 費 3,636 3,522 ▲114

委 託 費 1,264 1,244 ▲20

普 及 開 発 関 係 費 89 27 ▲61

上 記 以 外 2,283 2,251 ▲33

控 除 収 益 ▲441 ▲442 ▲1

総 原 価 ① 26,915 26,440 ▲475

接続供給託送収益② ▲129 ▲128 1

小売対象原価③＝①+② 26,786 26,312 ▲474

改 定 前 収 入 ④ 23,145 23,145 0

差引過不足 ⑤=③-④ 3,641 3,168 ▲474

（億円）

※修正指示総額▲475億円のうち、接続供給に伴う託送収益を除いております。
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今回補正原価
（H25～H27）

販売電力量※ （億kWh） 1,446

原油価格※ （＄/ﾊﾞﾚﾙ） 105.9

為替レート※ （円／ﾄﾞﾙ） 78.9

原子力利用率※ （％） 34.5

事業報酬率※ （％） 2.9

経費対象人員 （人） 22,060

※前提諸元については、申請原価との変更点はございません。
※販売電力量は、自家消費分を除いております。

※原油価格・為替レートは、申請時期の直近3ヶ月の貿易統計
価格（平成24年7～9月の平均値）を参照 しております。
※原子力利用率は、高浜3,4号機の平成25年7月以降の再稼
動を織り込んだ数値です。
※事業報酬率については、「一般電気事業供給約款料金算定
規則」等に則り算定しております。

◆原価算定の前提諸元※◆申請原価との比較



• 主な修正指示を踏まえた補正申請内容と査定額については、以下のとおりです。

２．補正原価の概要（修正指示を踏まえた補正申請内容）

査定額 主な補正申請内容

人件費 ▲１１２

・役員報酬を国家公務員の指定職の水準まで引下げ （4,100万円→1,800万円）【▲４】
・従業員１人当たりの給与水準を引下げ （664万円→627万円）【▲９０】
・退職給付水準を引下げ 【▲１２】
・健康保険料の会社負担割合を56%から平成27年度末に53%台まで引下げ【▲２】
・持株会奨励金を原価不算入【▲１】
・顧問への報酬等を原価不算入【▲２】

燃料費 ▲９７

・ＬＮＧ調達価格のうち、原価算定期間内に価格改定を迎える長期契約の改定後価格に
ついて、平成25年度および26年度については、当社以外の一般電気事業者を含め、原
価算定期間内に契約更改等が実施される長期プロジェクトのうち、合意済の更改価格
等が現時点で最も低価格なものの価格（トップランナー価格）で、平成27年度について
は、平成27年度以降の米国からのシェールガスの輸出開始を見込み、天然ガス価格リ
ンクを一部反映して織り込み。スポット購入価格について、一般電気事業者全体の平均
調達価格に引下げ【▲９５】

購入電力料 ▲４６
・日本原電の購入電力料に含まれる人件費・諸経費について、当社と同等のコスト削減
を織り込み【▲２５】

（億円）※【 】内は査定額

5 7～（ ）
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２．補正原価の概要（修正指示を踏まえた補正申請内容）

査定額 主な補正申請内容

設備投資関連費用 ▲３５
・特別監査の結果を踏まえ、先行投資や不使用設備等に係る原価を不算入
－減価償却費【▲１７】
－事業報酬額【▲１１】

修繕費 ▲５８

・特別監査の結果を踏まえ、先行投資や不使用設備等にかかる原価を不算入
【▲１０】
・スマートメーターについて、原価算定期間最終年度には、計量及び通信両ユニットをあ
わせた単価で、約1.4万円/台まで引下げ【▲２３】

公租公課 ▲１２
・特別監査の反映等による前提諸元の査定に伴う税額の引下げ【▲７】
・総原価の減少に伴う事業税の引下げ【▲６】

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ▲１ ・再処理等積立金の積立のうち、広告費・寄付金等を原価不算入【▲０．３】

（億円）※【 】内は査定額

6



２．補正原価の概要（修正指示を踏まえた補正申請内容）

査定額 主な補正申請内容

その他経費・
控除収益

▲１１３

・賃借料のうち、社宅・寮について、合理的な理由なく入居率が90％を下回る分および、
周辺物件の平均的賃料水準を上回る分、また、顧問に係る費用（執務スペース、社用
車）や、販売促進に係る施設の費用等を原価不算入【▲１４】
・委託費のうち、費用の優先度の低い販売促進的な側面が強い費用を原価不算入
【▲８】
・普及開発関係費のうち、販売促進的な側面が強い節電、省エネに関する費用等を原価
不算入【▲６１】
・研究費のうち、費用の優先度が低い販売促進的な側面が強い研究等を原価不算入
【▲２】

ﾔｰﾄﾞｽﾃｨｯｸ査定 ▲０．５
・電力各社間の効率化度合いを比較した結果、電源部門の対象経費（賃借料、委託費、
諸費等）の1.5％を原価不算入【▲０．５】

合 計 ▲４７４ ※接続供給に伴う託送収益を除く

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ関連費用
(再掲)

▲２５

・スマートメーターについて、原価算定期間最終年度には、計量及び通信両ユニットをあ
わせた単価で、約1.4万円/台まで引下げ【▲２３】
・コスト削減額が原則10％に満たない場合には、震災以降取り組んだ効率化を勘案した
上で、10％に対する未達分を原価不算入【▲1】

効率化の深掘り（再掲） ▲１１０

・コスト削減額が原則10％に満たない場合には、震災以降取り組んだ効率化を勘案した
上で、10％に対する未達分を原価不算入【▲８２】
・子会社、関係会社取引については、一般管理費等のコスト削減可能な部分について、
出資比率に応じ、10％を原価不算入【▲２８】

（億円）※【 】内は査定額
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• 平成25～27年度の小売対象原価は、前回改定（平成20年度）と比較して、原子力プラントの再稼動の遅れにより、火

力燃料費等の負担が大幅に増加した結果、2,370億円の増加となります。

２．補正原価の概要（前回改定時との比較）

前回－今回比較（全体）

23,942

26,312

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課+諸経費

+控除収益）

＜前回届出原価＞ ＜今回補正原価＞

前回届出原価
（H20）

A

今回補正原価
（H25～H27）

B

差 引

Ｃ＝B－A

人 件 費 2,373 1,822 ▲550

燃 料 費 5,148 9,224 4,076

火 力 燃 料 費 4,685 9,023 4,338

核 燃 料 費 463 201 ▲263

修 繕 費 2,639 2,596 ▲43

資 本 費 4,504 4,291 ▲213

減 価 償 却 費 3,108 2,945 ▲164

事 業 報 酬 1,396 1,346 ▲50

購 入 電 力 料 4,303 3,224 ▲1,080

公 租 公 課 1,785 1,749 ▲36

原子力バックエンド費用 805 454 ▲351

そ の 他 経 費 3,222 3,522 300

委 託 費 1,018 1,244 227

一 般 負 担 金 0 315 315

上 記 以 外 2,204 1,963 ▲241

控 除 収 益 ▲667 ▲442 226

総 原 価 ① 24,111 26,440 2,329

接続供給託送収益② ▲169 ▲128 41

小売対象原価③＝①+② 23,942 26,312 2,370

改 定 前 収 入 ④ 24,047 23,145 ▲902

差引過不足 ⑤=③-④ ▲105 3,168 3,273
18.19円/kWh
1,446億 kWh

（億円）
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16.07円/kWh
1,490億 kWh

対前回改定： 2,370



億円）により、人件費総額において、• 申請時に織り込んだ経営効率化に加え、申請原価に対する修正指示の反映（▲112億円）により、人件費総額において、

前回改定と比べ550億円減少しております。

３．補正原価の内訳（人件費）

(億円)

前回届出原価
（H20）
Ａ

今回補正原価
（H25～H27）

Ｂ

差 引
備考

Ｃ＝Ｂ－Ａ

役 員 給 与 10 4 ▲6 ・役員報酬を国家公務員指定職の水準（1,800万円）まで引下げ

給 料 手 当 1,772 1,354 ▲418

基準賃金 1,123 905 ▲218 ・従業員１人当たりの給与水準を627万円まで引下げ

基準外賃金 192 149 ▲43

諸給与金 541 432 ▲109

控除口 ▲84 ▲132 ▲48 ・出向者にかかる会社負担分を一部原価不算入

給料手当振替額 ▲30 ▲26 3

退職給与金 227 175 ▲52 ・数理計算上の差異発生による減および退職給付水準の引下げ

厚 生 費 307 259 ▲48

法定厚生費 245 203 ▲42 ・健康保険料の会社負担割合を平成27年度末に53%台まで引下げ

一般厚生費 61 55 ▲6 ・保養所の全廃および持株会奨励金の原価不算入を反映

委託検針費 49 32 ▲18 ・委託検針人の減少を反映

委託集金費 19 5 ▲14 ・委託集金人の減少を反映

雑 給 17 20 3 ・定年退職後の再雇用者の増加。なお、顧問への報酬は原価不算入。

合 計 2,373 1,822 ▲550

経費対象人員 21,737人 22,060人 323人 ・定期採用抑制（H24実:602名、H25予:561名、H26予：390名、H27予:390名）

9

・「賃金構造基本統計調査」における常用労働者1,000人以上の企業平均値（正社員）を基本に、公益
企業（ガス・水道・鉄道）の平均値とも比較。なお、地域間の賃金水準の差を考慮することに加え、公
益企業においては、同種同等比較を行う観点から、年齢、勤続年数、学歴の要素を加味して比較。



• 燃料費は、申請原価に対する修正指示（▲97億円）を反映するものの、原子力発電所の低稼動（原子力利用率：前回

77.4％⇒今回34.5％）に伴い、火力発電電力量が増加したことにより、前回改定と比べ4,076億円と大幅に増加してお

ります。また、購入電力料、販売電力料は、申請原価に対する修正指示（計▲47億円）等により、ともに減少してお

りますが、両者を差し引いた金額は、前回改定と比べ875億円と大きく減少しております。

３．補正原価の内訳（燃料費、購入・販売電力料）

(億円，億kWh，円 / kWh)

前回届出原価（H20） Ａ 今回補正原価（H25～27） Ｂ 差 引 Ｃ＝Ｂ－Ａ

金額
発受電
電力量

単価 金額
発受電
電力量

単価 金額
発受電
電力量

単価

燃料費

水 力 0 139 0 0 133 0 0 ▲ 7 0

火 力 4,685 440 10.64 9,023 859 10.51 4,338 419 ▲0.13

石油系 1,583 97 16.35 3,379 227 14.90 1,796 130 ▲1.45

ガス系 2,808 273 10.28 5,173 511 10.12 2,365 238 ▲0.16

石炭系 295 70 4.19 472 121 3.89 177 51 ▲0.30

原 子 力 463 663 0.70 201 296 0.68 ▲263 ▲ 367 ▲0.02

新 エ ネ 0 0 0 0 α 0 0 α 0

合 計 5,148 1,242 4.15 9,224 1,287 7.16 4,076 46 3.01

◆燃料費

◆購入・販売電力料

購入
電力料

地帯間購入 1,002 109 9.18 193 8 24.02 ▲809 ▲ 101 14.84

他社購入 3,302 329 10.04 3,031 300 10.10 ▲271 ▲29 0.06

合 計 4,303 438 9.82 3,224 308 10.47 ▲1,080 ▲130 0.65

販売
電力料

地帯間販売 147 14 10.24 6 α 15.35 ▲141 ▲ 14 5.11

他社販売 186 19 9.56 122 10 11.72 ▲64 ▲9 2.16

合 計 333 34 9.85 128 11 11.86 ▲205 ▲23 2.01

購入・販売電力料差引 3,970 404 9.82 3,096 297 10.42 ▲875 ▲ 107 0.60

10

※「α」については、単位未満の数字を表わします（以降のページも同様）。



• 修繕費については、火力発電所の定期検査の増加やスマートメーター導入等の増加要因はあるものの、申請時に織り

込んだ発注価格の削減や工事の実施精査に加え、申請原価に対する修正指示の反映（▲58億円）により、前回改定と

比べ43億円減少しております。

• 査定方針にてメルクマールとされた過去5ヵ年の修繕費率と比較しても、適正な水準であると考えております。

(億円)

前回届出原価
（Ｈ20）
Ａ

今回補正原価
（Ｈ25～Ｈ27）

Ｂ

差引
備考

Ｃ＝Ｂ－Ａ

水 力 118 167 48 オーバーホール台数の増

火 力 392 584 192 定期検査・定期修繕増、ガスタービン高温部品修繕増

原子力 961 634 ▲327 定期検査減、発注価格削減による減

新 エ ネ － α α 設備区分の新設（太陽光）

送 電 116 144 28 経年劣化対策による増

変 電 140 126 ▲14 発注価格削減による減、遮断器の点検周期の見直し減

配 電 827 907 80

一般修繕費 289 319 31 経年劣化対策による増

取替修繕費 538 588 50 スマートメーター導入増

業 務 85 33 ▲52 発注価格削減による減、通信関係修繕減

合 計 2,639 2,596 ▲43

３．補正原価の内訳（修繕費）

※H19～H23の5ヵ年です。

11

直近5ヵ年※ 今回補正原価

平均修繕費（Ａ） 2,655 2,596

平均帳簿原価（Ｂ） 139,281 141,947

比率（Ａ）／（Ｂ） 1.91％ 1.83％

◆修繕費率比較（億円）



• 姫路第二発電所のコンバインドサイクル発電方式への設備更新や、原子力の安全性向上対策等の増加要因はあるもの

の、減価償却の進行や申請時に織り込んだ経営効率化による設備投資削減の影響に加え、申請原価に対する修正指示

の反映（▲20億円）により、前回改定と比べ164億円減少しております。

３．補正原価の内訳（減価償却費）

前回届出原価
（H20）
Ａ

今回補正原価
（H25～H27）

Ｂ

差 引

Ｃ＝Ｂ－Ａ

水 力 231 186 ▲46

火 力 548 662 113

原 子 力 494 506 12

新 エ ネ － 3 3

送 電 854 730 ▲124

変 電 370 346 ▲24

配 電 421 338 ▲84

業 務 189 174 ▲14

合 計 3,108 2,945 ▲164

(億円)

※コンバインドサイクル発電方式への設備更新工事です。

◆電源の運転開始時期

発電所名 種類
出力

（ＭＷ）
使用開始

姫路第二１号※ ＬＮＧ 486.5 25年10月

姫路第二２号※ ＬＮＧ 486.5 25年12月

姫路第二３号※ ＬＮＧ 486.5 26年4月

姫路第二４号※ ＬＮＧ 486.5 26年9月

姫路第二５号※ ＬＮＧ 486.5 27年2月

姫路第二６号※ ＬＮＧ 486.5 27年6月

出し平（仮称） 水力 0.51 26年12月

若狭おおい 太陽光 0.5 25年11月

若狭高浜（仮称） 太陽光 0.5 26年度

12



• 電気を安全・安定的にお届けするためには、事業運営に必要な資金を円滑に調達する必要があり、この資金調達コス

トに相当する「事業報酬」については、「一般電気事業供給約款料金算定規則」に則り、適正な事業資産価値（レー

トベース）に事業報酬率を乗じて算定しております。

• 事業報酬率が2.9％に低下したことや、申請原価に対する修正指示の反映（▲14億円）により、前回改定と比べ

50億円減少しております。

３．補正原価の内訳（事業報酬）

前回届出原価
（H20）
Ａ

今回補正原価
（H25～H27）

Ｂ

差 引

Ｃ＝Ｂ－Ａ

レ

ー

ト

ベ

ー

ス

特定固定資産 38,962 34,833 ▲4,130

建設中の資産 1,992 1,518 ▲474

核燃料資産 4,828 5,147 319

特定投資 301 1,146 846

運
転
資
本

営業資本 2,112 2,523 411

貯蔵品（燃料・その他） 655 1,254 599

計 2,766 3,777 1,010

繰延資産 － － －

小 計 48,849 46,420 ▲2,429

原価変動調整積立金・別途積立金 ▲2,320 － 2,320

合 計 ① 46,529 46,420 ▲109

事業報酬率 ② 3.0％ 2.9％ ▲0.1％

事業報酬 ③＝①×② 1,396 1,346 ▲50

(億円)
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• 公租公課は、法人税法、地方税法およびその他税に関する法令の定めるところにより、販売電力量や原子力発電所の

稼動状況等の各種前提計画に基づき算定しておりますが、法人税率の引下げに伴う法人税等の減少や、申請原価に対

する修正指示（▲12億円）を反映した結果、前回改定と比べ36億円減少しております。

３．補正原価の内訳（公租公課）

前回届出原価
（H20）
Ａ

今回補正原価
（H25～H27）

Ｂ

差 引
備考

Ｃ＝Ｂ－Ａ

水 利 使 用 料 44 44 ▲α

固 定 資 産 税 538 517 ▲21 減価償却の進行による課税標準の減

雑 税 85 105 20

市 町 村民 税 ・府 県 民 税 3 2 ▲α

事 業 所税 3 3 ▲α

不 動 産諸 税 0 2 1

都 市 計画 税 13 12 ▲1

自 動 車諸 税 0 0 ▲α

核 燃 料税 55 75 21 福井県核燃料税条例の改正による増

印 紙 税 そ の他 11 11 ▲α

電 源 開 発 促 進 税 582 559 ▲23 課税対象である販売電力量の減

事 業 税 278 309 31 総原価の増

法 人 税 等 258 214 ▲43 法人税率の引き下げによる減

合 計 1,785 1,749 ▲36

(億円)
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• 原子力バックエンド費用（使用済燃料再処理等費、特定放射性廃棄物処分費、原子力発電施設解体費）は、原子力発

電所の利用率が大幅に低下（原子力利用率：前回77.4％⇒今回34.5％）することに加え、申請原価に対する修正指示

の反映（▲1億円）により、前回改定と比べ351億円減少しております。

３．補正原価の内訳（原子力バックエンド費用）

前回届出原価
（H20）
Ａ

今回補正原価
（H25～H27）

Ｂ

差 引
備考

Ｃ＝Ｂ－Ａ

使用済燃料再処理等費 483 336 ▲147

使用済燃料再処理等発電費 275 128 ▲147 原子力利用率の減（前回77.4％⇒今回34.5％）

使用済燃料再処理等既発電費 207 207 0

特定放射性廃棄物処分費 170 60 ▲110

当期発電対応分 85 35 ▲50 原子力利用率の減（前回77.4％⇒今回34.5％）

平成11年末迄の発電対応分 85 25 ▲60 平成25年度拠出終了による減

原子力発電施設解体費 153 58 ▲94 原子力利用率の減（前回77.4％⇒今回34.5％）

合 計 805 454 ▲351

(億円)
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３．補正原価の内訳（その他経費・控除収益）

前回届出原価
（H20）
Ａ

今回補正原価
（H25～H27）

Ｂ

差 引

Ｃ＝Ｂ－Ａ

廃棄物処理費 85 210 125

消耗品費 107 105 ▲2

補償費 50 49 ▲1

賃借料 718 662 ▲56

託送料 162 136 ▲26

事業者間精算費 7 8 1

委託費 1,018 1,244 227

損害保険料 17 21 4

原子力損害賠償支援機構一般負担金 － 315 315

普及開発関係費 226 27 ▲198

養成費 20 19 ▲1

研究費 152 104 ▲48

諸費 415 287 ▲128

固定資産除却費 229 323 94

その他 17 12 ▲5

合 計 3,222 3,522 300

前回届出原価
（H20）
Ａ

今回補正原価
（H25～H27）

Ｂ

差 引

Ｃ＝Ｂ－Ａ

託送収益 ▲10 ▲17 ▲7

事業者間精算収益 ▲17 ▲7 9

電気事業雑収益 ▲270 ▲289 ▲19

遅収加算 ▲32 － 32

預金利息 ▲5 ▲α 4

合 計 ▲334 ▲314 21

(億円) (億円)

• 競争的発注方法の拡大等による発注価格の削減に加え、広報活動費用の削減や、研究内容の厳選、寄付金の削減など

効率化を織り込んだことに加え、申請原価に対する修正指示（▲113億円）を反映しております。

• 一方で、原子力損害賠償支援機構一般負担金や委託費が増加したことから、その他経費については前回改定から増加

しております。

※控除収益は地帯間・他社販売電力料を除きます。

・舞鶴発電所運開等による廃棄物処理費の増 ： 125億円

・シビアアクシデント対応等による委託費の増 ： 227億円

・原賠機構一般負担金を平成23年度より計上 ： 315億円

◆その他経費 ◆控除収益※

◆前回料金原価と比べた主な増加要因

16



原価と改定前収入の比較（規制分野・H25～H27年度平均）

2,676

4,826

11,015

1,011

1,477

679

1,420

0

5,000

10,000

15,000

原価 値上げ前の料金による収入

（億円）

４．原価および収入（規制分野）

• 規制分野の原価は年平均1兆2,089億円となり、値上げ前の料金による収入では年平均1,074億円の不足となります。

お客さまには大変ご迷惑をおかけし、誠に申し訳ございませんが、規制分野平均で2.00円/kWh(9.75%)の値上げを

お願い申し上げます。

原価と「値上げ前の料金による収入」の比較（規制分野・平成25～27年度平均）

※値上げ前の料金による収入は、値上げ前
の料金を継続した場合の収入（消費税等
相当額は含まず）です。

12,089

（22.49円/kWh） （20.50円/kWh）

収入不足額： 1,074

※販売電力量は自家消費分を除いております。

販売電力量：537億kWh

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課+諸経費

+控除収益）
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４．原価および収入（自由化分野）
• 自由化分野の原価は年平均1兆4,223億円となり、値上げ前の料金による収入では年平均2,093億円の不足となりま

す。お客さまには大変ご迷惑をおかけし、誠に申し訳ございませんが、自由化分野平均で2.30円/kWh(17.26%)の値

上げをお願い申し上げます。

原価と改定前収入の比較（規制分野・H25～H27年度平均）

2,479

7,622

811

1,119

667

1,525 12,130

0

5,000

10,000

15,000

原価 値上げ前の料金による収入

（億円）

※値上げ前の料金による収入は、値上げ前
の料金を継続した場合の収入（消費税等
相当額は含まず）です。

販売電力量：909億kWh

12,130

（15.65円/kWh） （13.34円/kWh）

※接続供給に伴う託送収益を除いております。

収入不足額： 2,093

※販売電力量は自家消費分を除いております。

原価と「値上げ前の料金による収入」の比較（自由化分野・平成25～27年度平均）

14,223

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課+諸経費

+控除収益）

４．原価および収入（自由化分野） 18



５．規制分野の料金（お客さまのご負担軽減につながる取組み〔従量電灯〕）

・従量電灯においては、電気のご使用量に応じて、料金単価に格差を設けた３段階料金制度を導入しております。

・電気料金の値上げにあたりましては、お客さまへの影響を緩和するため、毎日の暮らしに必要不可欠な電気

ご使用量に相当する第１段階料金については、値上げ幅を小さくしております。

・また、省エネルギー推進という観点から、第３段階料金については、値上げ幅を大きくしております。

・なお、第２段階料金については、お客さまのご負担の軽減につながるよう、申請時からの見直し幅を大きくしてお

ります。

３段階料金制度（従量電灯Ａの場合）

120kWh 300kWh

（単価）

〔旧単価〕

〔申請単価〕

15kWh

〔新単価〕

１９．３８円

２４．５４円

２５．８８円

第1段階料金 第2段階料金 第3段階料金

２０．５９円

２６．５１円

２７．０８円

３０．６２円

３０．２３円

19

※旧単価には、平成24年7～9月の貿易統計価格にもとづく燃料費調整単価を含みます。
※申請単価、新単価および旧単価には、消費税等相当額を含みます。

２０．２７円



ご使用量ごとの比較

※お支払額には、消費税等相当額、平成25年度における5月分以降の再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金を含みます（「旧単価でのお支払
額」は値上げ申請時点でお示しした「現行料金」とは一致しておりません）。
※旧単価でのお支払額には、平成24年7～9月の貿易統計価格にもとづく燃料費調整単価で算定した燃料費調整額を含みます。
※実施日以降、実際にお支払いいただく電気料金は、燃料費調整額、再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金により変動いたします。

５．規制分野の料金（従量電灯Ａにおける値上げ影響）

・ご家庭等で最も多くご契約いただいている従量電灯Ａにおける、ご使用量ごとの値上げ影響は、以下のとおりです。

ご使用量

（１ヶ月あたり）

旧単価での

お支払額

新単価での

お支払額
値上げ額 値上げ率

１００kWh １，９５９ ２，０４４ ８５ ４．３４

２００kWh ４，３５０ ４，６１０ ２６０ ５．９８

３００kWh

（平均的なモデル）
６，８４４ ７，３０１ ４５７ ６．６８

４００kWh ９，４７２ １０，３６４ ８９２ ９．４２

５００kWh １２，１００ １３，４２７ １，３２７ １０．９７

６００kWh １４，７２８ １６，４９０ １，７６２ １１．９６

（円/月、％）
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はぴｅタイム（季節別時間帯別電灯）

０時 ７時 23時 24時

ナイト
タイム

ナイト
タイム

10時 17時

デイタイム

リビング
タイム

デイタイム

※デイタイムは平日（月～金曜日）にのみ設定。休日扱い日（土日祝日等）は7～23時がリビングタイムとなります。
※夏季は7月1日～9月30日、その他季は10月1日～翌年の6月30日です。
※旧単価には、平成24年7～9月の貿易統計価格にもとづく燃料費調整単価を含みます。
※旧単価および新単価には、消費税等相当額を含みます。

（円/kWh）

電力量料金 旧単価 新単価

デイタイム
夏季 ３１．０５ ３５．８４

その他季 ２８．３５ ３２．５８

リビングタイム ２１．９７ ２４．５９

ナイトタイム ８．５２ １０．７６

５．規制分野の料金（お客さま選択肢拡大につながる取組み〔はぴｅタイム〕）

【「はぴｅタイム」のご加入条件の一部変更について】
より多くのお客さまに「はぴｅタイム」をお選びいただけるよう、ご加入条件の一部を変更（｢夜間蓄熱式機器等の保
有｣を廃止）いたします。

【「はぴｅプラン（全電化住宅割引）(＊)」の新規加入の停止について】
平成２７年４月１日以降は、新規にご加入いただくことはできません。
（平成２７年３月３１日までに当社との需給契約が成立した場合はご加入いただけます。）
※平成２７年３月３１日時点で、「はぴｅプラン」にご加入いただいているお客さまにつきましては、平成２７年
４月１日以降もご転宅等電気のご契約内容に変更がない場合は、引き続き、これまでと同様の割引をいたします。

(＊)給湯・キッチン・冷暖房等すべての熱源を電気にした場合、「はぴｅタイム」の基本料金および電力量料金（燃料費調整額を除く）の合計から１０％
（割引上限額は１ヶ月につき３，１５０円）を割引いたします。

リビング
タイム

（単価）

ご使用になる季節や時間帯によって電力量料金単価が異なり、割安な時間帯に電気のご使用を移行していただく等、• ご使用になる季節や時間帯によって電力量料金単価が異なり、割安な時間帯に電気のご使用を移行していただく等、
電気の効率的な使用により、電気料金の削減につなげていただくことができるメニューです。

• 今回、より多くのお客さまにはぴｅタイムを選んでいただくために、ご加入条件等の見直しを行いました。
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夜間時間
夜間
時間

0時 7時

※旧単価には、平成24年7～9月の貿易統計価格にもとづく燃料費調整単価を含みます。

※旧単価および新単価には、消費税等相当額を含みます。

23時 24時 0時 7時

※ピーク時間は夏季平日（7月1日～9月30日）に設定。

23時 24時

昼間時間

（円/kWh） （円/kWh）

夜間時間
夜間
時間

オフピーク

時間

オフピーク

時間

ピーク

時間

13時 16時

電力量料金 旧単価 新単価

ピーク時間 ５３．１５ ５７．０４

オフ

ピーク

時間

最初の90kWhまで ２０．９５ ２１．３２

90kWhをこえ230kWhまで ２６．７４ ２７．８３

230kWh超過 ２８．２７ ３１．８６

夜間時間 ８．５２ １０．７６

電力量料金 旧単価 新単価

昼間時間

最初の90kWhまで ２１．６０ ２２．０９

90kWhをこえ230kWhまで ２７．５８ ２８．８４

230kWh超過 ２９．１６ ３２．９７

夜間時間 ８．５２ １０．７６

（単価）（単価）

時間帯別電灯 季時別電灯ＰＳ

ご使用になる季節や時間帯によって電力量料金単価が異なり、割安な時間帯に電気のご使用を移行していただく等、• ご使用になる季節や時間帯によって電力量料金単価が異なり、割安な時間帯に電気のご使用を移行していただく等、
電気の効率的な使用により、電気料金の削減につなげていただくことができるメニューです。

５．規制分野の料金（主な選択約款〔時間帯別電灯、季時別電灯ＰＳ〕） 22



１ヶ月の使用量
旧単価での

お支払額

新単価での

お支払額
値上げ額 値上げ率

従量電灯Ａ ３００kWh ６，８４４ ７，３０１ ４５７ ６．６８

従量電灯Ｂ
（契約容量：１１kVA）

１,３２０kWh ３１，７６３ ３６，６５９ ４，８９６ １５．４１

時間帯別電灯
（契約容量：１０kVA、マイコン容量：２kVA）

４８０kWh ８，７９８ ９，６６７ ８６９ ９．８８

はぴeタイム
（契約容量：１０kVA、マイコン容量：２kVA）

６７０kWh １１，１８１ １２，７９６ １，６１５ １４．４４

季時別電灯ＰＳ
（契約容量：１０kVA、マイコン容量：２kVA）

４８０kWh ８，３３９ ９，２１５ ８７６ １０．５０

低圧総合利用契約 １２,０００kWh ２２２，７８７ ２６０，７０７ ３７，９２０ １７．０２

低圧電力
（契約電力：８kW）

５３０kWh １４，２１１ １５，５０４ １，２９３ ９．１０

※お支払額には、消費税等相当額、平成25年度における5月分以降の再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金を含みます（「旧単価でのお支払

額」は値上げ申請時点でお示しした「現行料金」とは一致しておりません）。

※旧単価でのお支払額には、平成24年7～9月の貿易統計価格にもとづく燃料費調整単価で算定した燃料費調整額を含みます。

※はぴｅタイム、低圧総合利用契約および低圧電力のお支払額には、「その他季」の電力量料金単価を適用しています。

※はぴｅタイムのお支払額には、はぴｅプラン（全電化住宅割引）を適用しています。

※実施日以降、実際にお支払いいただく電気料金は、燃料費調整額、再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金により変動いたします。

※使用量の内訳は、時間帯別電灯は昼間時間225kWh・夜間時間255kWh、はぴｅタイムはデイタイム64kWh・リビングタイム257kWh・ナイトタイム349kWh、季時別電灯Ｐ

Ｓはピーク時間5kWh・オフピーク時間197kWh・夜間時間278kWh。

５．規制分野の料金（主なご契約メニューの値上げ影響）
（円/月、％）
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※加算単価には、消費税等相当額を含みます。
※加算単価における高圧と特別高圧の差は、送電ロスの差によるものです。
※値上げ前の電力量料金単価には、平成24年7～9月の貿易統計価格にもとづく燃料費調整単価を含みます。

６．自由化分野の料金（値上げ内容の見直し）

• 自由化分野のお客さまの電気料金につきましては、当初お願いしておりました値上げ後の料金単価から、認可後の

原価にもとづき、見直しさせていただきます。

燃料費調整単価

加算単価
加算単価

値上げ前の電力量料金単価

（見直し前） （見直し後）

値上げ後の電力量料金単価

加算単価

見直し前 見直し後 差分

高 圧 ２円７２銭／ｋＷｈ ２円４４銭／ｋＷｈ （▲２８銭）

特別高圧 ２円６８銭／ｋＷｈ ２円３９銭／ｋＷｈ （▲２９銭）

（1kWhあたり）

値上げ 見直し

電力量料金単価の見直しイメージ
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※電力量料金単価は「その他季」、基本料金は力率は100％で算定しています。
※値上げ後のご請求金額は、見直し後の料金単価で算定しています。
※値上げ前のご請求金額には、平成24年7～9月の貿易統計価格にもとづく燃料費調整単価で算定した燃料費調整額を含みます。
※ご請求金額には、消費税等相当額、平成25年度における5月分以降の再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金を含みます（値上げ公表時点に
おける「値上げ前のご請求金額」とは一致しておりません）。
※実際のご請求金額は、燃料費調整額、再生可能エネルギー発電促進賦課金および太陽光発電促進付加金により変動いたします。

６．自由化分野の料金（値上げ影響額の例）

• 自由化分野のお客さまの値上げ影響額は以下のとおりです。

○高圧電力ＡＬ（商業施設、事務所ビル等のお客さま）

契約電力 ：820kW

月間使用量：230,000kWh の場合

○高圧電力ＢＬ（工場等のお客さま）

契約電力 ：900kW

月間使用量：270,000kWh の場合

○高圧電力ＡＳ（スーパー、事務所ビル等のお客さま）

契約電力 ：100kW

月間使用量：16,500kWh の場合

○高圧電力ＢＳ（工場等のお客さま）

契約電力 ：110kW

月間使用量：26,400kWh の場合

高圧で契約電力が500kW以上のお客さま

高圧で契約電力が500kW未満のお客さま

1ヶ月あたりのご請求金額

値上げ前 値上げ後

約388万円 約444万円

値上げ額 値上げ率

約56万円 14.5％

1ヶ月あたりのご請求金額

値上げ前 値上げ後

約423万円 約489万円

値上げ額 値上げ率

約66万円 15.6％

1ヶ月あたりのご請求金額

値上げ前 値上げ後

約33.7万円 約37.8万円

値上げ額 値上げ率

約4.0万円 11.9％

1ヶ月あたりのご請求金額

値上げ前 値上げ後

約44.7万円 約51.1万円

値上げ額 値上げ率

約6.4万円 14.4％
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値上げ

見直し後単価で算定

4月分電気料金

見直し前単価で算定値上げ前単価で算定

差額相当額

5月分電気料金

差額相当額

６．自由化分野の料金（値上げ内容の見直しに伴う電気料金の取扱い）

• 自由化分野のお客さまにつきましては、4月の検針日（計量日）以降の電気料金を、見直し後の料金単価で算定の

うえ、ご請求させていただきます。

• 4月1日から4月の検針日（計量日）前日までのご使用分は、見直し前の料金単価で算定のうえ、ご請求させていた

だき、今回の見直しによる料金単価の差分にもとづき算定した差額相当額を、5月分電気料金にてお返しさせてい

ただきます。

• なお、毎月1日が検針日（計量日）のお客さまについては、4月1日以降の電気料金を見直し後の料金単価で算定さ

せていただくため、差額相当額は発生いたしません。

電気料金のイメージ

【差額相当額の算定式】

4月1日から

4月の検針日前日までの

ご使用電力量（kWh）
差額相当単価 28銭/kWh×＝差額相当額

4/1（3月検針日） （4月検針日） （5月検針日）

※差額相当単価は、高圧における見直し前加算単価と見直し後加算単価の差分（消費税等相当額を含む。）です。

電気料金 基本料金 電力量料金 燃料費調整額
再生可能エネルギー

発電促進賦課金

太陽光発電

促進付加金
差額相当額＝ ＋ ± ＋ ＋ －

＜平成25年5月分の電気料金の内訳＞

差額相当額を
差し引きいたします
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延滞利息

検針日 検針日の翌日から
２０日目

•お客さまが料金を早収期限日（検針日の翌日から２０日
目）までにお支払いいただく場合は早収料金を、早収期
限日を経過してお支払いいただく場合は、早収料金に一
律３％を加算した遅収料金をいただく制度です。

※規制分野のお客さまは、お支払期限日の翌日から１０日目
までにお支払いいただいた場合は、延滞利息をいただきま
せん。

７．その他の変更（お客さまからのご意見、ご要望にお応えする取組み）

早収料金

•お客さまが料金をお支払期限日（検針日の翌日から３０
日目）を経過してお支払いいただいた場合に、その経過
日数に応じて年利１０％（１日あたり約０.０３％）の率
で算定した延滞利息をいただく制度です。

・お客さまからのご意見、ご要望にお応えして、これまでの「早遅収料金制度」を廃止し、「延滞利息制度」を導入

することといたしました。

（自由化分野のお客さまにつきましては、平成25年4月1日実施の特定規模需要供給条件から、延滞利息制度を導入して
おります。）

早収期限日

△ △

遅収料金

早収料金×３％

検針日

△

検針日の翌日から
３０日目

△

お支払期限日

現行：早遅収料金制度 変更後：延滞利息制度

電気料金

＜イメージ図＞ ＜イメージ図＞
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じて、値上げの実施概要や主なご契約メニューにおける値上げ影響額等について、幅広くお知らせしてまいります。

• ご家庭や商店等の規制分野のお客さまにつきましては、値上げ申請時と同様、検針時におけるチラシの配布等を通

じて、値上げの実施概要や主なご契約メニューにおける値上げ影響額等について、幅広くお知らせしてまいります。

• また、お客さまや各種団体さまへのご訪問時等、あらゆる機会を通じて丁寧かつ分かりやすいご説明に努めてまい

ります。

ご家庭などの

お客さま

○検針時の配布チラシを活用し、値上げの実施概要や影響額等について幅広くお知らせし

てまいります。

○パンフレット等のより詳細なお客さまご説明ツールを活用し、お客さま訪問時等あらゆ

る機会を通じて、丁寧かつ分かりやすいご説明に努めてまいります。

○当社ホームページ上で丁寧かつ分かりやすい情報提供を行うとともに、「値上げ影響額

シミュレーション」では、ご契約内容やご使用量等に応じた電気料金の値上げ影響額を

お客さまにてご確認いただけます。

各種団体さま
○消費者団体さまをはじめとした各種団体さまや自治体さまに対し、ご訪問等を通じて、

丁寧かつ分かりやすいご説明に努めてまいります。

お問い合わせへの対応

○値上げ申請日以降に設置いたしました専用窓口（電気料金値上げに関するお問い合わせ

専用ダイヤル）において、お客さまからのお問い合わせやご意見に対し、丁寧な対応に

努めてまいります。

○お客さまからのお問い合わせが多い情報につきましては、ホームページ上のＦＡＱサイ

トに反映するなど、情報の充実に努めてまいります。

８．お客さまへのご説明（規制分野） 28



契約電力500kW以上の
お客さま

○当社担当者が速やかにすべてのお客さまをご訪問の上、電気料金値上げ内容の見
直しに関するご説明を実施させていただきます。

契約電力500kW未満の
お客さま

○電気料金値上げ内容の見直しに関する文書を、郵送やご訪問にてお届けさせてい
ただきます。

各種団体さま
○企業を統括する団体さまをはじめとした各種団体さまや自治体さまに対し、ご訪
問等を通じて、丁寧なご説明を実施してまいります。

お問い合わせへの対応
○値上げ申請日以降に設置いたしました専用窓口（高圧のお客さま専用ダイヤル）
において、お客さまからのお問い合わせやご意見に対し、丁寧な対応に努めてま
いります。

８．お客さまへのご説明（自由化分野）

• 自由化分野のすべてのお客さまに、ご訪問や文書の郵送等により、電気料金値上げ内容の見直しについてお知ら

せをさせていただきます。
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• 当社ホームページ等を活用し、電気を効率よくお使いいただくための省エネ・節約の方法等、お客さまへの

お役立ち情報を引き続きご紹介してまいります。

８．お客さまへのご説明（省エネ・節約に役立つ情報のご紹介） 30

省エネ・節電方法のご紹介

○当社ホームページにおいて、具体的な省エネ・節約の方法をご紹介しております。

【ご家庭のお客さま向け】

・省エネ方法を、機器ごとにご紹介しております。

・また、「省エネ効果シミュレーション」では、お客さまが取り組まれる省エネ

行動を選択いただくことで、節約できる金額（目安）をご確認いただけます。

【法人のお客さま向け】

・季節ごとの節電のポイントや方法を業種別にわかり易く、ご紹介しております。

ご使用量の見える化

サービスのご紹介

○お客さまの省エネ・節約に役立つサービスとして、インターネットを活用したご使

用量の見える化サービスを積極的にご紹介してまいります。

法人のお客さまも「電気ご使用量お知らせサービス」にて同様のサービスをご確認

いただけます。

ご契約メニュー変更シミュ

レーションのご紹介

○ご家庭のお客さまに、ご契約メニューの変更によるメリット額（目安）を簡易に

ご試算いただけるよう、当社ホームページに「ご契約メニュー変更シミュレーショ

ン」を設置しております。

：今すぐできる！節電ポイント集

：ご家庭の省エネ方法

：ご家庭のお客さま向け「電気ご使用量のお知らせ照会サービス」



８．お客さまへのご説明（お役立ち情報のご案内）

【関西電力ホームページ】 ●パソコンサイト http://www.kepco.co.jp ●携帯サイト http://kanden.jp

□はぴeライフnavi □ご契約メニュー変更シミュレーション
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９．燃料費調整（基準燃料価格および基準単価の見直し）

※基準単価には、消費税等相当額を含みます。
※定額電灯等についても、ご契約メニューに応じた基準単価を設定しています。

32

○基準燃料価格

前回（値上げ前） 今回（値上げ後）

基準燃料価格 ３１，５００円/kl ３８，８００円/kl

前回（値上げ前） 今回（値上げ後）

低圧供給の場合 ０．１３０円/kWh ０．１８１円/kWh

高圧供給の場合 ０．１２５円/kWh ０．１７４円/kWh

特別高圧供給の場合 ０．１２３円/kWh ０．１７１円/kWh

基準燃料価格および基準単価

• 今回の値上げと合わせて、燃料費調整の前提諸元についても、発電構成や燃料価格の変更に伴い、見直しを実施して
おります。

○基準単価

基準燃料価格とは、料金設定の前提である原油・ＬＮＧ・石炭の燃料価格の加重平均値で、燃料費調整における価格
変動の基準値です。

基準単価は、燃料費調整単価の算定に用いる基準値で、平均燃料価格が基準燃料価格に比べて1,000円変動した場合
の値です。



９．燃料費調整（平成２５年５月分の燃料費調整単価）

• 規制分野のお客さまにつきましては、平成25年4月30日までのご使用分には変更前の電気供給約款にもとづく燃料費調整
単価を、平成25年5月1日以降のご使用分には変更後の電気供給約款にもとづく燃料費調整単価を適用いたします。

平成25年4月30日までの
ご使用分

平成25年5月1日以降の
ご使用分

平均燃料価格 ３６，３００円/kl ４１，６００円/kl

燃料費調整単価

（低圧供給の場合）
＋６２銭/kWh ＋５１銭/kWh

平均燃料価格 ４１，６００円/kl

燃料費調整単価

高圧供給の場合 ＋４９銭/kWh

特別高圧供給の場合 ＋４８銭/kWh

平成25年5月分電気料金の燃料費調整単価等

○規制分野のお客さま

○自由化分野のお客さま

※平均燃料価格は、平成24年12月～平成25年2月の貿易統計価格にもとづき算定しています。
※燃料費調整単価には、消費税等相当額を含みます。
※定額電灯等についても、ご契約メニューに応じた燃料費調整単価を設定しています。
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１０．託送供給約款の料金見直し

• 特定規模電気事業者（新電力）および特定電気事業者が、当社が維持および運用する供給設備を利用される場合の

料金につきまして、平成25年5月1日から見直しを行うこととし、本日、経済産業大臣に託送供給約款の変更届出を

いたしました。

託送料金

区 分 旧単価 新単価 差

高圧平均単価 ４円１６銭／ｋＷｈ ４円０８銭／ｋＷｈ （▲０８銭）

特別高圧平均単価 ２円１１銭／ｋＷｈ ２円００銭／ｋＷｈ （▲１１銭）

新たな原価に基づく託送料金（接続送電サービス料金）の平均単価は、以下のとおりです。

※単価には消費税等相当額は含みません。
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• 販売電力量は、節電影響等による減少を見込んで想定しております。（前回差43億kWh減）

• 供給力は、大飯発電所3・4号機に加え、高浜3・4号機の再稼働を織り込むものの、大幅な原子力発電電力量の減少に

ともない、前回に比べ、火力発電電力量が増加しております。

【参考】 原価算定における前提諸元と発受電電力量の概要

前回
（H20）

A

今回
（H25～H27）

B

差 引

Ｃ＝B－A

販売電力量※ （億kWh） 1,490 1,446 ▲43

原油価格※ （＄/ﾊﾞﾚﾙ） 93.0 105.9 12.9

為替レート※ （円／ﾄﾞﾙ） 107.0 78.9 ▲28.1

原子力利用率※ （％） 77.4 34.5 ▲42.9

事業報酬率※ （％） 3.0 2.9 ▲0.1

経費対象人員 （人） 21,737 22,060 323

※販売電力量は、自家消費分を除いております。

※原油価格・為替レートは、申請時期の直近3ヶ月の貿易統計価格（平成
24年7～9月の平均値）を参照 しております。
※原子力利用率は、高浜3,4号機の平成25年7月以降の再稼動を織り込
んだ数値です。
※事業報酬率については、「一般電気事業供給約款料金算定規則」等に
則り算定しております。

◆原価算定の前提諸元
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• 当社は、平成24年4月に「効率化推進部会」を設置し、聖域を設けず徹底した経営効率化に取組んでおります。

• 今回の電気料金原価算定にあたっては、平成25～27年度の3年間平均で1,553億円のコスト削減を反映し、値上げ幅を

最大限抑制しております。

【参考】 原価に織り込んだ経営効率化の内訳

（億円）◆H25～27年度におけるコスト削減額

費用 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27
3ヶ年

平均
主な内容

人件費 338 341 354 345
・給料手当の削減
・採用抑制による人員削減
・厚生施設の削減等による厚生費の削減 等

燃料費・

購入電力料
253 535 669 486

・姫路第二発電所のコンバインドサイクル化による燃料費削減
・他社電源、自家発等の固定費用削減
・卸電力取引所から安価な電力購入を行うことによる燃料費削減 等

設備投資

関連費用
53 64 82 66

・競争的発注方法の拡大、仕様見直しおよび業務内容の見直しによる発注価格の削減
等

修繕費 243 310 309 287
・競争的発注方法の拡大、仕様見直しおよび業務内容の見直しによる発注価格の削減
・スマートメーターの単価低減 等

諸経費等 366 381 361 370
・寄付金、諸会費、団体費等の削減
・営業活動に係る費用や広告費等の広報活動費用の削減
・研究内容の厳選 等

合 計 1,253 1,632 1,775 1,553
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○レートベース
・真実かつ有効なものに限る

• 事業報酬は、借入金や社債に対する支払利息や株式に対応する配当金等に充当するための資金調達コストに相当。

• 以前は、支払利息、配当金額等を積み上げる、いわゆる「積上方式」が採用されていたが、昭和35年以降、適正な事

業資産価値（レートベース）に電力会社一律の事業報酬率を乗じて算定することで、事業者に資金調達コスト削減の

インセンティブを付与し、内部留保を可能とする「レートベース方式」による事業報酬制度が導入されております。

• こうした制度の下、最大限の経営効率化に努めることで、財務体質の改善を図り、電気料金の中長期的な安定化・低

廉化に努めてまいります。

【参考】 事業報酬制度について

事業報酬：1,346億円 レートベース：46,420億円 事業報酬率：2.9％×＝

①他人資本報酬率〔1.49%〕

②自己資本報酬率〔6.21%〕

全産業の自己資本利益率を上限とし、国債等の利回りを
下限として、算定した率

※1 他の公益事業の状況を参照しつつ、電気事業として望ましい
自己資本比率として設定

一般電気事業者の有利子負債利子率

＝（１-β）×公社債利回り＋β※2×全産業自己資本利益率

※2 一般電気事業の事業経営リスク
（市場全体の平均株価が1単位変動するときの一般電気事業者
の株価変動の感応度）

資産

負債

（借入金等）

自己資本

（資本金等）

レートベース

特定固定資産 34,833

建設中の資産 1,518

核燃料資産 5,147

特定投資 1,146

運
転
資
本

営業資本 2,523

貯蔵品 1,254

計 3,777

合 計 46,420

【貸借対照表】

支払利息、配当金等に充当

○事業報酬率
①他人資本報酬率×７０％＋②自己資本報酬率×３０％※1
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+153

値上げのご説明でお示しする数値
５月分のお支払額（＊２） ４月分のお支払額

旧料金 新料金

①再エネ賦課金 Ｈ２５年度分（＋３５銭） Ｈ２５年度分（＋３５銭） Ｈ２５年度分（＋３５銭） Ｈ２４年度分（＋２２銭）

②太陽光付加金 Ｈ２５年度分（＋５銭） Ｈ２５年度分（＋５銭） Ｈ２５年度分（＋５銭） Ｈ２５年度分（＋５銭）

③燃料費調整
H２４年１２月分（＋３３銭）

［旧基準］
－－－

H２５年５月分（＋５１銭）
［新基準］

H２５年４月分（＋３５銭）
［旧基準］

参考：貿易統計 H２４年７～９月 (＊１) H２４年７～９月(＊１) H２４年１２月～H２５年２月 H２４年１１月～H２５年１月

④約款料金 旧の電気供給約款 認可された電気供給約款 認可された電気供給約款 旧の電気供給約款

＊１：認可された電気供給約款料金の前提となる貿易統計です。
＊２：認可された電気供給約款の料金単価は５月１日以降のご使用分からご負担いただきます。料金算定期間に応じて日割計算を行うため、検針期間ごとで異なります。

105

15

99

6,625

105

15

7,181

153

105

15

7,181

7,301

7,454

値上げのご説明でお示しする数値

6,844

66

15

105

6,625

6,811

+643

①再生可能エネルギー
発電促進賦課金

②太陽光発電促進
付加金

③燃料費調整額
（旧基準）

③燃料費調整額
（新基準）

料金改定の
影響額

+457

③燃料費調整額
（旧基準）

④約款料金

最低料金・電力量料金・

口座振替割引額

【参考】従量電灯Ａの平均的なモデル（300kWh/月）の料金について 38


